
個別目標 計画策定時 最新値 目標値
（目標年度）

目標に向けた令和元年度の主な取組状況 目標に向けた令和２年度の主な取組予定

　予防対策の推進
（生活習慣の改善）

成人の喫煙率の減少
１９．１％

（平成２７年国民健康・栄養調査）
１９．１％

（平成２９年国民健康・栄養調査）
１２％

（令和４年度）

・県ホームページで厚生労働省のたばこと健康に関する情報ページ及び禁煙
相談や禁煙外来を行っている医療機関の情報ページを紹介した。
・保健所で禁煙相談や禁煙外来を行っている医療機関の情報を提供した。

・県ホームページで厚生労働省のたばこと健康に関する情報ページ及び禁煙
相談や禁煙外来を行っている医療機関の情報ページを紹介している。
・保健所で禁煙相談や禁煙外来を行っている医療機関の情報を提供してい
る。

がん検診受診率

胃がん検診　　男性４２．４％、女性３２．６％
肺がん検診　　男性４８．０％、女性３８．７％
大腸がん検診 男性４２．８％、女性３８．５％
子宮がん検診 ３０．３％（３８．２％）※

乳がん検診　　３５．１％（４３．１％）※

　　　　　（平成２８年国民生活基礎調査）
※子宮がん検診、乳がん検診の括弧内は２年に１回の受診
率を記載。

胃がん検診　　 男性４６．４％、女性３５．６％
　　　　　　　　　（男性５２．２％、女性４３．８％）※

肺がん検診　　 男性５１．１％、女性４３．７％
大腸がん検診　男性４７．４％、女性４０．９％
子宮がん検診  ４０．６％※

乳がん検診　   ４６．０％※

　　　　　（令和元年国民生活基礎調査）
※胃がん検診の括弧内及び子宮がん検診、乳がん検診は２年
に１回の受診率を記載。

５０％
（令和４年度）

・職域において、昨年度よりも４０歳代の受診者数が増加した事業者への助成
事業を開始した。
・職域において、４０歳代の従業員に対し、個別受診勧奨を健康保険組合との
連携により実施した。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業でがん検診受診率を評価項目とし
た。
・効果的な受診勧奨を行うため、国立がん研究センターのソーシャルマーケ
ティングを活用した受診勧奨資材の利用を市町村へ働きかけた（９市町村利
用）。

・職域において、昨年度よりも４０歳代の受診者数が増加した事業者への助成
事業を実施する予定である。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業でがん検診受診率を評価項目とし
ている。
・効果的な受診勧奨を行うため、国立がん研究センターのソーシャルマーケ
ティングを活用した受診勧奨資材の利用を市町村に働きかける。
※新型コロナウイルス感染症の影響を受け、国から緊急事態宣言発令中の
対象地域では集団検診は原則として実施を延期する指示がなされた。宣言解
除後は、感染拡大防止策を講じた上で検診の実施を促す通知が発せられた。

精密検査受診率

　　胃がん検診　　　８１．４％
     肺がん検診　　　８０．６％
   　大腸がん検診　 ６７．１％
　　子宮がん検診　 ６９．２％
　　乳がん検診　　　８５．０％

（平成２６年度がん検診結果統一集計）

胃がん検診　　 ８９．６％
肺がん検診　　 ８０．４％
大腸がん検診　６４．９％
子宮がん検診　７３．１％
乳がん検診　　 ８８．５％

（平成３０年度がん検診結果統一集計）

９０％
（令和５年度）

・市町村に対して、要精密検査対象者への対応について、調査を実施し、精検
受診率を高める方法について、生活習慣病検診管理指導協議会５がん部会
で検討した。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業で精検受診率を評価項目とした。

・精検受診率を高める方法（医療機関リストの作成など）について、生活習慣
病検診管理指導導協議会５がん部会で検討する予定である。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業で精検受診率を評価項目としてい
る。

がん検診受診推進サポーター・
がん検診県民サポーター養成者数

１５，０００人
（平成２９年９月現在）

２０，３７３人
（令和２年７月時点）

２７，０００人
（令和５年度）

・国民健康保険保険給付費等交付金事業でサポーター養成実績を評価項目
とした。
・包括協定企業において、サポーター養成研修を開催した。
・市町村において、サポーター養成研修を開催した。
・令和元年度末に、県主催サポーター養成講座を企画したが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で中止となった。

・国民健康保険保険給付費等交付金事業でサポーター養成実績を評価項目
としている。
・新型コロナウイルス感染症の影響で、例年に比べサポーター養成研修の開
催頻度が少なくなっている。

女性のための
がん対策の推進

（再掲）
がん検診受診率

　　　　子宮がん検診 ３０．３％（３８．２％）※

　　　　乳がん検診　　３５．１％（４３．１％）※

　　　　　（平成２８年国民生活基礎調査）
※子宮がん検診、乳がん検診の括弧内は２年に１回の受診
率を記載。

　              子宮がん検診  ４０．６％※

              　乳がん検診　   ４６．０％※

　　　　　（令和元年国民生活基礎調査）
※子宮がん検診、乳がん検診は２年に１回の受診率を
記載。

５０％
（令和４年度）

・職域において、昨年度よりも４０歳代の受診者数が増加した事業者への助成
事業を開始した。
・職域において、４０歳代の従業員に対し、個別受診勧奨を健康保険組合との
連携により実施した。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業でがん検診受診率を評価項目とし
た。
・効果的な受診勧奨を行うため、国立がん研究センターのソーシャルマーケ
ティングを活用した受診勧奨資材の利用を市町村へ働きかけた（９市町村利
用）。
・埼玉大学の学生と連携し、子宮頸がん検診受診勧奨資材を作成し、市町村
へ提供した。
・城西大学の女子学生を対象に、埼玉県健康づくり事業団と連携し、子宮頸が
んセミナーを開催した。
・協定企業と連携したイベントにて、乳がん自己検診モデルを活用した啓発活
動を実施した。

・職域において、昨年度よりも４０歳代の受診者数が増加した事業者への助成
事業を実施する予定である。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業でがん検診受診率を評価項目とし
ている。
・効果的な受診勧奨を行うため、国立がん研究センターのソーシャルマーケ
ティングを活用した受診勧奨資材の利用を市町村に働きかける。
・新型コロナウイルスの影響により、予定していた協定企業等との啓発イベン
トは中止となっている。

感染に起因する
がんへの予防対策

肝炎医療研修会受講修了者数
１，６３６人

（平成２８年度）
１，８９９人

（令和元年度）
２，６００人

（令和３年度）
・医師会を通じて広く周知を行うとともに、有効期限が近い医師には個別通知
を行った。

・新型コロナウイルス感染症流行を鑑み、令和２年度はオンライン研修を実施
する予定である。
・医師会を通じて広く周知を行うとともに、有効期限が近い医師には個別通知
を行う予定である。

小児がん拠点病院を整備・充実を
図る

━
（令和５年度）

・小児がん拠点病院として埼玉県立小児医療センターを整備している（国指
定）。

・小児がん拠点病院として埼玉県立小児医療センターを整備している（国指
定）。

小児がん医療連携体制を
構築する

━
（令和５年度）

・埼玉県小児がん診療病院連携会議を開催した。
・県内小児がん治療施設において、テレビ会議システムで１４症例検討を行っ
た。

・埼玉県小児がん診療病院連携会議を開催する予定である。
・県内小児がん治療施設において、テレビ会議システムによる症例検討会を
開催予定である。

小児がん・AYA世代の
がんへの対策の充実

具体的な取組

　
１
　
が
ん
予
防

がん検診の受診率
及び質の向上

がん医療の充実と
これらを専門的に行う
医療従事者の育成

拠点病院のがん治療専門医を
増やす

第３期埼玉県がん対策推進計画（個別目標）の取組状況について

・がん診療連携拠点病院を１３病院整備した。内、高度型がん診療連携拠点
病院として整備済みの１病院に加え、新たに１病院を整備した。
・がんゲノム医療拠点病院を２病院、がんゲノム医療連携病院を４病院整備し
た。

・がん診療連携拠点病院を１３病院整備している。内、２病院を高度型がん診
療連携拠点病院として整備している。
・がんゲノム医療拠点病院を２病院、がんゲノム医療連携病院を４病院整備し
ている。

━
（令和５年度）

２
が
ん
医
療
の
充
実
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個別目標 計画策定時 最新値 目標値
（目標年度）

目標に向けた令和元年度の主な取組状況 目標に向けた令和２年度の主な取組予定具体的な取組

がん登録の精度基準

　　　　　　　　ＤＣＯ割合　１４．１％
　　　　　　　　ＤＣＮ割合　２１．８％
　　　　　　　　MI比　　　   ０．４５
　　　　 （地域がん登録平成２５年罹患集計）

　　　　　　　　ＤＣＯ割合　２．１％
　　　　　　　　ＤＣＩ  割合  ３．９％
　　　　　　　　ＭＩ比         ０．３７
　　（平成２９年全国がん登録罹患数・率報告）

　DCO割合   ５％未満
　DCN割合 １０％未満
　MI比　　　０．５以下
　　　（令和５年度）

・通知やがん登録実務者向け研修会にて、医療機関からの届出票の期限内
提出を依頼した。
・遡り調査票の提出を徹底し、回収率を維持した。

・例年どおりのスケジュールで、全国がん登録届出票や遡り調査票を受付す
る予定である。DCI割合の低減へ向け、医療機関へ届け出の積極的なリマイ
ンドを行う予定だが、.各医療機関の状況を考慮し、適宜対応する。
・集合形式でのがん登録実務者向け研修会が開催できなかったため、自主学
習用資料を作成し提供する予定である。

がん登録情報の利活用 なし
０件

（令和２年７月末時点）
全市町村

（令和５年度）

・市町村がん検診事業担当者等を対象に、研修会を開催した。
・医療従事者向けがん検診セミナーにおいて、埼玉県のがん登録データも交
えて説明した。

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、市町村に新たながん登録情
報の利活用のための情報提供は出来ていない。今後、会議(研修会)の開催に
ついて、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえて検討していく。

がんと診断された時か
らの緩和ケアの推進

がん診療に携わる９割以上の
医師が緩和ケア研修を修了して
いる拠点病院

６病院 ７病院（令和元年９月時点）
すべての拠点病院

（令和５年度）
・各拠点病院等において緩和ケア研修会を開催した（１７回開催、２８４人養
成）。

・新型コロナウイルス感染症の影響で、各拠点・指定病院において指針にもと
づく緩和ケア研修が実施できない状況である。

地域統括相談支援センターの設置数 ０か所
０か所

（令和２年７月時点）
１か所

（令和５年度）
・働くがん患者を対象に、複数の専門職による相談会「がんワンストップ相談」
を７月から開催した（１６回開催、２６人申込、１８人相談）。

・新型コロナウイルス感染症の影響を受け、令和２年３月～５月まで「がんワン
ストップ相談」を中止した。
・６月から電話による相談として再開している。

がん文庫の設置 ０か所 精査中
すべての拠点病院

（令和５年度）
・各がん診療連携拠点病院の設置状況の確認を行った。

・設置要綱を作成中である。
・新型コロナウイルス感染症の影響で、一部の病院では文庫を使用できない
状況である。

ピアサポーターによる対応可能な
相談支援センター

２か所
２か所

（令和２年７月末時点）
すべての拠点病院

（令和５年度）
・新たな活動場所や活動方法を、拠点病院等が集まる協議会において提案し
た。また、拠点病院等の担当者に、活動の見学機会を提供した。

・通年で開催している２か所の拠点病院での活動も、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響を受け、休止している。患者とピアサポ―ター双方の安心・安全
を考慮し、今後の活動を検討していく。

がん患者の在宅医療の
推進

訪問診療を実施する医療機関数
（在宅時医学総合指導管理料等の届
出医療機関数）

７６６か所
（平成２８年度末）

８２８か所
（令和元年度末）

１，０７５か所
（令和５年度）

・各在宅医療連携拠点が実施する多職種を対象とした研修会において助言、
協力を行うなどの支援を実施した。
・訪問診療等を行う医師の負担を軽減するため、在宅療養患者が急変した場
合の入院先ベッドを地域の医療機関に確保した（県内全域）。

・在宅医療を担う医師の養成研修を実施する予定である。
・各在宅医療連携拠点で実施する多職種を対象とした研修会に助言、協力を
行うなどの支援を行う予定である。
・訪問診療等を行う医師の負担を軽減するため、在宅療養患者が急変した場
合の入院先ベッドを地域の医療機関に確保している（県内全域）。

がんの教育と普及啓発
（再掲）
がん検診受診推進サポーター・
がん検診県民サポーター養成者数

１５，０００人
（平成２９年９月現在）

２０，３７３人
（令和２年７月時点）

２７，０００人
（令和５年度）

・県内小中高校生向けに、医師等の外部指導者による「がん教育出前講座」
を開催した（９回開催）。
・がん教育外部指導者育成のための研修会を開催した。
・教育局との連携により、学校からがん教育外部指導者を依頼する際の手順
書を作成した。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業でサポーター養成実績を評価項目
とした。
・包括協定企業において、サポーター養成研修を開催した。
・市町村において、サポーター養成研修を開催した。

・県内小中高校生向けに、医師等の外部指導者による「がん教育出前講座」
を開催する予定である。
・外部指導者によるがん教育（研修も兼ねる。）を実施する予定である。
・国民健康保険保険給付費等交付金事業でサポーター養成実績を評価項目
としている。
・新型コロナウイルス感染症の影響で、例年に比べサポーター養成研修の開
催頻度が少なくなっている。

働く世代へのがん対策
の充実

社会保険労務士等の就労等に関する
専門家の相談対応が可能な相談支援
センター

６か所
（平成２９年９月１日）

１０か所
（令和２年８月時点）

すべての拠点病院
（令和５年度）

・埼玉労働局からハローワーク職員の派遣を受け、相談支援センターで出張
相談会を行った（８病院）。
・社会保険労務士等による相談会を定期的に開催した（５病院）。

・埼玉労働局からハローワーク職員の派遣を受け、相談支援センターで出張
相談会を行っている。
・社会保険労務士等による相談会を定期的に開催している。

２
が
ん
医
療
の
充
実

がん登録の推進

３
　
が
ん
と
の
共
生

情報提供・相談支援の
充実
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